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（出典）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年６月16日閣議決定）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」における市場分野の課題①

（個人からベンチャーキャピタルへの投資促進）

英国のVCT（Venture Capital Trust）では、一定の要件の下、個人から上場ベンチャーファンドに投資した
際に、税優遇措置（投資時の税控除、運用益の非課税、法人税の非課税）が与えられており、年間約１兆円

の個人資金がVCTに投資されている。VCTからアーリー期の未上場企業への長期投資という性質を踏まえ、
流動性（VCTからの買戻し制度）や情報開示（四半期）にも配慮している。
こうした事例も参照し、投資家保護に留意しつつ、個人から上場ベンチャーファンドへの投資を促進するス

キーム（日本版VCT）の具体化について検討を行う。
（中略）

また、英国では、長期投資という性格に合わせて、流動性確保の観点から投資口の自己取得が可能と

なっていることも踏まえ、我が国においても上場ベンチャーファンドにおける投資口の自己取得が可能となる

よう、不正防止等の措置を併せて、 投資信託法の内閣府令等を改正することを検討する。さらに、我が国の

資産運用業の抜本改革の視点も踏まえ、長期投資に適した投資信託商品がより増えるよう、諸外国の事例

も参照して、投資信託の枠組みを早期に見直す。

（株式投資型クラウドファンディングの活用に向けた環境整備）

株式投資型クラウドファンディングは、非上場企業が株式を発行し、インターネットを通じて多くの人から少

額ずつ資金を集める仕組みであるが、現在の発行総額上限（１億円）について、米国等の諸外国の事例を

参照し、開示等の必要な投資家保護策と併せ、例えば現行の１億円から５億円にする等の拡充を検討する。

また、投資家の投資上限について、現行の50万円から例えば100万円の投資を可能とする等、年収や資産
に応じた投資上限とすることを検討する。これらについて、来年末までに結論を得る。

企業の参入・退出の円滑化とスタートアップ育成５か年計画の推進①

- 1 -



（出典）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年６月16日閣議決定）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」における市場分野の課題②

（SPAC（特別買収目的会社）の検討）
SPAC（特別買収目的会社）については、導入した場合に必要な制度整備について、国際金融市場の動向
を踏まえ、投資家保護に十分に配慮しつつ検討を進める。

（未上場株の取引環境の整備）

現在、証券会社が運営する私設取引システム（PTS）において、プロ投資家向けにも非上場株式の取扱い
が認められていない。スタートアップが未上場のまま成長できるよう、プロ投資家向けの非上場株式の取扱

いを可能とするため、本年度中に金融商品取引法の関係政令を改正する。

また、セカンダリー市場でのオンライン取引について、個人投資家の保護に配慮しつつ、私設取引システ

ム（PTS）での資本金要件（現在は３億円）等の認可基準、開示義務、システム要件等を緩和するなど、オン
ラインプラットフォーマ―が参入しやすい環境を早期に整備する。
プライマリー市場についても、スタートアップ企業への資金供給を促進していくため、適正な開示・情報提

供、適切な勧誘の確保による投資詐欺の防止や適切な投資判断の確保を図りつつ、少額募集のあり方を

含め、資金調達のあり方について検討する。

（個人金融資産及びGPIF等の長期運用資金のベンチャー投資への循環）
日本の個人金融資産がスタートアップの育成に循環するとともに、GPIF等の長期運用資金が、ベンチャー
投資やインフラ整備等に循環する流れを構築する。

このため、エンジェル投資家等によるベンチャー投資の促進や年金等の国内ベンチャーファンドへの投資

を通じて、個人金融資産をスタートアップの育成に循環させるためにも、資産所得倍増プランを推進する。

企業の参入・退出の円滑化とスタートアップ育成５か年計画の推進②
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（出典）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年６月16日閣議決定）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」における市場分野の課題③

（東京証券取引所グロース市場の在り方）

東京証券取引所による市場改革を進め、企業価値向上に取り組む環境整備を行う中で、成長性に関する

指標の導入を含めた上場維持基準の在り方など、グロース市場の制度整備について検討を行う。あわせて、

上場廃止要件を厳格化する。

また、創薬ベンチャーが上場後も継続的に資金調達を行う環境を整備するため、東京証券取引所の新規

上場ガイドブックに事例として記載されており、IPOのための実質的な要件となっている臨床試験フェーズや
創薬パイプラインに関する大手製薬企業とのアライアンスについての運用を、当該事例の書き換え等によっ

て合理化する。

（企業の事業性に着目した資金調達）

（前略）企業による多様な資金調達を可能とするため、少額公募において求められる開示内容、株式投資

型クラウドファンディングにおける投資家保護を勘案した投資上限の在り方、プロ投資家向けの非上場株式

を取扱う私設取引システム（PTS）の要件緩和などについて検討を進め、非上場株式の取引の活性化を図
る。
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企業の参入・退出の円滑化とスタートアップ育成５か年計画の推進③



（出典）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年６月16日閣議決定）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」における市場分野の課題④

（消費者に対して中立的で信頼できるアドバイスの提供を促すための仕組みの創設）

（前略）中立的なアドバイザーの見える化を進めるとともに、そうしたアドバイザーにより顧客本位で良質な

アドバイスが広く提供されるよう取り組む。来年中に新たに金融経済教育推進機構を設立し、アドバイスの

円滑な提供に向けた環境整備やアドバイザー養成のための事業として、中立的なアドバイザーの認定や、

これらのアドバイザーが継続的に質の高いサービスを提供できるようにするための支援を行う。

（雇用者に対する資産形成の強化）

企業に、職域における中立的な認定アドバイザーの活用を促すため、雇用者が中立的な認定アドバイ

ザーを活用する場合に企業から雇用者に対して助成を行うことを後押しする。さらに、企業内に設置される

雇用者向けの資産形成の相談の場において、中立的な認定アドバイザーを積極的に活用することを促す。

（金融経済教育の充実）

広く国民に金融経済教育を届けていく。このため、運営体制の整備や設立・運営経費の確保に当たっては、

政府・日本銀行に加え、全国銀行協会・日本証券業協会等の民間金融団体や経済関係諸団体等からの協

力を得て、金融経済教育推進機構を設立するとともに、官民連携して、地方を含めた金融経済教育の推進

体制を整備する。企業による社員への継続教育の充実や地方自治体による金融経済教育の実施と併せて、

広く国民に訴求する広報戦略を展開するとともに、学校・企業向けの出張授業やシンポジウムの開催など、

官民一体となった効率的・効果的な金融経済教育を全国的に実施する。
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資産所得倍増プランと分厚い中間層の形成①



（出典）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年６月16日閣議決定）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」における市場分野の課題⑤

（スタートアップ支援）

証券会社が運営する私設取引システム（PTS）では、プロ投資家向けにも未上場株の取扱いが認められて
いないが、スタートアップが未上場のまま成長できるよう、プロ投資家向けの非上場株式の取扱いを可能と

するため、本年度中に金融商品取引法の関係政令を改正する。

（市場インフラの強化）

私設取引システム（PTS）の売買高上限の緩和等に係る論点の整理を踏まえ、必要な措置を講じる。東京
証券取引所などの金融商品取引所において、投資単位が高い水準にある上場会社の投資単位の引下げ

に向けた取組を進める。

（銀証ファイアウォール規制の見直し）

顧客ニーズに合った商品・サービスを提供しやすくするなど金融機能の強化に向けた取組を推進する観点

から、顧客情報管理や利益相反管理、優越的地位の濫用防止の実効的な確保等の利用者保護の状況を

適切に確認しながら、外務員の二重登録禁止規制等に関する銀証ファイアウォール規制（金融グループの

銀行・証券間で、顧客の非公開情報を同意なく共有することを禁止する規制）の在り方や必要とされる対応

につき検討を行う。

資産所得倍増プランと分厚い中間層の形成②
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（出典）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年６月16日閣議決定）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」における市場分野の課題⑥

（顧客本位の業務運営の確保）

金融事業者や企業年金制度等の運営に携わる者について、横断的に、顧客等の利益を第一に考えた立

場からの取組の定着や底上げを図る必要がある。金融事業者や企業年金関係者に対して、顧客の最善の

利益を勘案しつつ業務を遂行すべき旨の義務を規定する、金融商品取引法等の一部を改正する法律案を、

国会に提出したところ。顧客本位の業務運営に確保に向け、必要な取組を進める。

（資産運用立国に向けた取組の促進）

（前略）機関投資家として家計金融資産等の運用を行う、資産運用業の高度化やアセットオーナーの機能

強化を強力に推進すべく、資産運用立国の実現に向けた取組を行う。

具体的には、資産運用会社やアセットオーナーのガバナンス改善・体制強化やスチュワードシップ活動（企

業との対話）の実質化、国内外の資産運用会社の新規参入の支援拡充・競争促進、資産運用力の向上及

び運用対象の多様化に向けた環境整備等を通じて、資産運用業等を抜本的に改革する。

我が国の運用セクターを世界レベルにするため、これらの取組を含む具体的な政策プランを新しい資本主

義実現会議の下で年内にまとめ、国内外への積極的な情報発信を含めた必要な対応を進める。

資産所得倍増プランと分厚い中間層の形成③
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